
ア
ジ
ア
諸
国
の
中
で
最
も
早
く
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
取
り

組
ん
だ
の
は
、
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
連
合
（
Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
）で
あ
る
。Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
自
由
貿
易
地
域
（
Ａ

Ｆ
Ｔ
Ａ
）
を
実
現
す
る
た
め
、
共
通
効
果
特
恵
関

税
（
Ｃ
Ｅ
Ｐ
Ｔ
）
ス
キ
ー
ム
が
一
九
九
三
年
に
開

始
さ
れ
、
二
○
○
二
年
に
は
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
原
加
盟

国
の
関
税
は
○
〜
五
％
に
引
き
下
げ
ら
れ
た
。
さ

ら
に
二
○
一
○
年
に
は
原
加
盟
国
の
関
税
が
撤
廃

さ
れ
、
新
規
加
盟
国
も
二
○
一
五
年
に
は
関
税
を

撤
廃
す
る
。
二
○
○
○
年
代
の
ア
ジ
ア
の
Ｆ
Ｔ
Ａ

は
、
こ
の
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
を
中
核
と
し
て
急
速
に
網

の
目
が
広
が
っ
て
い
る
（
表
１
）。

（
表
１
）。。

●
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
中
国
Ｆ
Ｔ
Ａ

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
中
国
は
二
○
○
二
年
一
一
月
、

包
括
的
経
済
協
力
枠
組
み
協
定
に
署
名
し
た
。
こ

の
枠
組
み
協
定
の
特
徴
は
、
両
者
間
で
物
品
貿
易
、

サ
ー
ビ
ス
貿
易
、
投
資
の
自
由
化
、
経
済
協
力
の

実
施
を
め
ざ
し
て
、
広
範
な
分
野
に
取
り
組
む
こ

と
を
宣
言
す
る
一
方
で
、
合
意
し
や
す
い
分
野
か

ら
実
行
に
移
し
、
段
階
的
に
分
野
を
拡
大
し
て
い

く
こ
と
に
あ
る
。
ま
ず
未
加
工
農
産
物
の
早
期
関

税
引
き
下
げ
（
ア
ー
リ
ー
ハ
ー
ベ
ス
ト
）
を
、
Ａ

Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
原
加
盟
国
と
中
国
は
二
○
○
四
年
一
月

か
ら
開
始
し
、
二
年
後
に
は
関
税
を
撤
廃
し
た
。

つ
ぎ
に
二
○
○
四
年
一
一
月
に
署
名
さ
れ
た
物
品

貿
易
協
定
で
は
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
原
加
盟
国
と
中
国

の
場
合
、
通
常
品
目
は
二
○
○
五
年
七
月
か
ら
段

階
的
に
関
税
を
引
き
下
げ
、
二
○
一
○
年
に
関
税

を
撤
廃
す
る
。
ま
た
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
品
目
は
四
○

○
品
目
か
つ
輸
入
額
の
一
○
％
を
上
限
と
す
る
こ

と
で
決
着
し
、
二
○
一
二
年
に
関
税
を
二
○
％
に

引
き
下
げ
、
二
○
一
八
年
に
○
〜
五
％
に
引
き
下

げ
る
。
さ
ら
に
高
度
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
品
目
と
し
て
、

セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
品
目
数
の
四
○
％
あ
る
い
は
一
○

○
品
目
の
い
ず
れ
か
少
な
い
方
に
限
り
、
二
○
一

五
年
に
関
税
を
五
○
％
に
引
き
下
げ
る
。

物
品
貿
易
協
定
の
交
渉
で
は
、
関
税
の
削
減
目

標
数
値
を
共
通
に
適
用
す
る
取
り
決
め
（
モ
ダ
リ

テ
ィ
）
を
ま
ず
確
立
す
る
方
式
を
採
っ
た
。
セ
ン

シ
テ
ィ
ブ
品
目
の
選
定
に
際
し
て
、
交
渉
前
に
自

国
が
ま
ず
上
限
枠
の
範
囲
内
で
自
由
に
指
定
で
き

る
た
め
、
各
国
が
輸
出
を
伸
ば
し
た
い
品
目
の
多

く
が
、
相
手
国
に
よ
り
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
品
目
に
指

定
さ
れ
て
し
ま
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
同
協
定
で
は

相
互
主
義
を
適
用
す
る
た
め
、
自
国
が
セ
ン
シ
テ

ィ
ブ
品
目
に
含
め
て
い
な
く
て
も
、
相
手
国
が
指

定
し
て
い
れ
ば
、
そ
の
品
目
の
関
税
を
引
き
下
げ

な
く
て
よ
い
。
こ
れ
で
は
貿
易
自
由
化
の
効
果
は

限
ら
れ
て
こ
よ
う
。

加
盟
国
が
途
上
国
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
、
授
権
条
項
の

適
用
に
よ
り
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
二
四
条
の
要
件
に
拘
束

さ
れ
な
い
。
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
中
国
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
、
実
質

的
に
す
べ
て
の
貿
易
を
自
由
化
し
、
一
○
年
以
内

に
自
由
貿
易
を
完
成
す
る
と
述
べ
て
い
る
が
、
Ｗ

Ｔ
Ｏ
に
は
授
権
条
項
に
よ
る
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
し
て
通
告

さ
れ
て
い
る
。
同
協
定
は
除
外
品
目
の
指
定
や
相

互
主
義
ば
か
り
で
な
く
、
原
産
地
規
則
、
運
用
面

な
ど
で
も
厳
格
性
に
欠
け
て
い
る
が
、
セ
ン
シ
テ

ィ
ブ
品
目
の
見
直
し
規
定
、
早
期
の
関
税
引
き
下

げ
を
促
し
て
、
相
互
主
義
の
適
用
に
陥
る
の
を
防

ぐ
規
定
も
設
け
て
い
る
。
ま
た
サ
ー
ビ
ス
貿
易
協

定
が
二
○
○
七
年
一
月
に
署
名
さ
れ
、
投
資
、
協

力
の
分
野
も
順
次
、
締
結
す
る
予
定
で
あ
り
、
現

時
点
で
評
価
を
下
す
の
は
早
計
で
あ
ろ
う
。

●
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
韓
国
Ｆ
Ｔ
Ａ

韓
国
は
、
中
国
、
日
本
、
イ
ン
ド
よ
り
も
遅
れ

て
、
二
○
○
四
年
一
一
月
に
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
包
括

的
協
力
連
携
を
宣
言
し
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
開
始
に
合

意
し
た
。
し
か
し
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
韓
国
の
交
渉
は
、

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
中
国
の
協
定
を
ベ
ー
ス
に
し
て
同

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
─
ア
ジ
ア
に
お
け
る
Ｆ
Ｔ
Ａ
網
の
中
核
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様
の
方
式
で
行
っ
た
た
め
、
急
速
に
進
展
し
て
い

る
。
早
く
も
二
○
○
五
年
一
二
月
に
は
、
物
品
貿貿

易
の
モ
ダ
リ
テ
ィ
が
合
意
に
達
し
て
、
包
括
的
経

モ
ダ
リ
テ
ィ
が
合
意
に
達
し
て
、
包
括
的
経

済
協
力
枠
組
み
協
定
に
署
名
し
、
二
○
○
六
年
八

月
に
は
物
品
貿
易
協
定
の
署
名
に
至
り
、
二
○
○

七
年
六
月
に
同
協
定
が
発
効
し
た
（
た
だ
し
韓
国
、

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、
マ
レ
ー
シ
ア
の
み
実
施
）。

物
品
貿
易
で
は
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
原
加
盟
国
と
韓

国
の
場
合
、
通
常
品
目
は
品
目
数
と
輸
入
額
と
も

に
九
○
％
以
上
が
含
ま
れ
、
段
階
的
に
関
税
を
引

き
下
げ
て
、
二
○
一
○
年
に
関
税
を
撤
廃
す
る
。

セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
品
目
は
品
目
数
で
七
％
以
下
と
し
、

二
○
一
二
年
に
関
税
を
二
○
％
に
引
き
下
げ
、
二

○
一
六
年
に
○
〜
五
％
に
引
き
下
げ
る
。
ま
た
高

度
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
品
目
は
品
目
数
で
三
％
以
下
あ

る
い
は
二
○
○
品
目
以
下
、
か
つ
輸
入
額
で
三
％

以
下
に
制
限
し
、
五
種
類
に
分
類
さ
れ
る
。
う
ち

三
種
類
は
二
○
一
六
年
に
関
税
を
引
き

下
げ
、
残
り
の
二
種
類
は
関
税
割
当
の

設
定
と
除
外
品
目
で
あ
る
。
除
外
品
目

の
指
定
は
、
四
○
品
目
の
み
認
め
ら
れ

る
。Ａ

Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
韓
国
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
セ
ン
シ

テ
ィ
ブ
品
目
の
選
定
も
、
各
国
が
ま
ず

上
限
枠
の
範
囲
内
で
自
由
に
指
定
で
き

る
方
式
を
採
っ
た
た
め
、
貿
易
の
自
由

化
が
限
ら
れ
る
恐
れ
が
あ
る
。
韓
国
は

国
内
保
護
を
理
由
に
、
米
以
外
に
も
多

く
の
農
水
産
物
を
関
税
割
当
や
除
外
品

や
除
外
品

除
外
品

目
に
指
定
し
た
。
こ
の
た
め
タ
イ
は
輸

出
を
伸
ば
し
た
い
多
く
の
農
水
産
品
が

高
度
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
品
目
に
指
定
さ
れ
た
ま
ま
で

は
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
締
結
の
利
益
が
少
な
い
と
し
て
、
物

品
貿
易
協
定
の
署
名
を
見
送
っ
て
い
る
。
ま
た
鉄

鋼
製
品
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
や
マ
レ
ー
シ
ア
が
高
度

セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
品
目
に
指
定
し
た
が
、
家
電
製
品

と
自
動
車
で
は
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
側
は
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ

品
目
の
指
定
に
と
ど
ま
っ
て
お
り
、
自
由
化
が
進

む
可
能
性
が
あ
る
。
た
だ
し
同
協
定
で
も
相
互
主

義
が
適
用
さ
れ
て
例
外
が
多
く
な
る
た
め
、
Ａ
Ｓ

Ｅ
Ａ
Ｎ
側
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
授
権
条
項
に
よ
る
Ｆ
Ｔ
Ａ

と
し
て
通
告
す
る
こ
と
を
望
ん
で
い
る
。

●
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
日
本
Ｆ
Ｔ
Ａ

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
日
本
は
二
○
○
三
年
一
○
月
に

包
括
的
経
済
連
携
枠
組
み
協
定
に
署
名
し
た
が
、

日
本
は
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
原
加
盟
各
国
と
の
二
国
間
交

渉
を
優
先
し
た
た
め
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
の
Ｆ
Ｔ
Ａ

は
中
国
や
韓
国
に
比
べ
て
出
遅
れ
る
こ
と
に
な
っ

た
。
二
国
間
協
定
を
前
提
と
し
て
地
域
協
定
を
結

ぶ
意
義
は
、
地
域
的
な
共
通
ル
ー
ル
を
整
備
す
る

こ
と
で
あ
る
。
た
と
え
ば
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
原
産
地
規

則
で
は
四
○
％
以
上
の
付
加
価
値
を
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ

域
内
で
調
達
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
日
本
か
ら

六
○
％
以
上
の
付
加
価
値
を
持
つ
部
品
を
Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
の
あ
る
国
が
輸
入
し
、
完
成
品
に
し
て
域
内

へ
輸
出
し
て
も
無
関
税
と
は
な
ら
な
い
。
地
域
協

定
を
結
べ
ば
原
産
地
規
則
が
累
積
し
て
適
用
さ
れ
、

こ
の
高
付
加
価
値
部
品
を
日
本
か
ら
輸
入
し
域
内

に
製
品
と
し
て
輸
出
す
る
場
合
、
逆
に
域
内
で
原

材
料
や
部
品
を
調
達
し
て
日
本
へ
製
品
を
輸
出
す

る
場
合
に
、
経
済
的
な
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。
日
本

と
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
に
お
い
て
生
産
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が

加
速
し
よ
う
。

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
日
本
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
は
、
中
国
や
韓
国

と
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
は
異
な
り
、
物
品
貿
易
だ
け
で
な

く
サ
ー
ビ
ス
貿
易
、
投
資
の
自
由
化
、
経
済
協
力

な
ど
、
交
渉
の
す
べ
て
の
分
野
に
合
意
し
て
締
結

す
る
一
括
受
諾
方
式
を
採
っ
て
い
る
。
こ
の
う
ち

サ
ー
ビ
ス
や
投
資
は
、
二
国
間
協
定
以
上
に
自
由

化
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
。
経
済
協
力
は
、
日
本
が

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
の
域
内
格
差
是
正
や
統
合
支
援
の
た

め
に
一
四
分
野
で
実
施
す
る
。
物
品
貿
易
に
関
し

て
は
、
中
国
や
韓
国
の
協
定
と
同
様
に
、
物
品
貿貿

易
の
モ
ダ
リ
テ
ィ
を
結
ぶ
こ
と
に
な
っ
た
。

モ
ダ
リ
テ
ィ
を
結
ぶ
こ
と
に
な
っ
た
。

二
○
○
七
年
五
月
に
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
日
本
は
物

品
貿
易
の
モ
ダ
リ
テ
ィ
に
つ
い
て
原
則
的
に
合
意

し
、
同
年
八
月
に
各
国
の
物
品
選
定
が
確
定
し
て

大
筋
合
意
に
達
し
た
。
日
本
側
は
五
月
時
点
で
は
、

輸
入
額
の
八
八
％
の
関
税
を
即
時
撤
廃
し
、
九
二

％
を
一
○
年
以
内
に
撤
廃
す
る
と
し
て
い
た
が
、

さ
ら
に
譲
歩
し
て
、
九
○
％
を
即
時
撤
廃
し
、
九

三
％
を
一
○
年
以
内
に
撤
廃
と
し
た
。
残
り
六
％

は
上
限
を
設
け
て
関
税
を
削
減
す
る
セ
ン
シ
テ
ィ

ブ
品
目
で
、
最
後
の
一
％
は
除
外
品
目
と
す
る
。

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
原
加
盟
国
は
、
輸
入
額
の
九
○
％
の

関
税
を
一
○
年
以
内
に
撤
廃
し
、
残
り
は
セ
ン
シ

テ
ィ
ブ
品
目
で
あ
る
。
中
国
や
韓
国
と
比
べ
て
、

輸
出
が
不
利
に
な
る
恐
れ
が
出
て
き
た
た
め
、
日

本
側
は
合
意
を
急
い
だ
。
二
○
○
七
年
一
一
月
に

妥
結
の
予
定
で
あ
る
。

（ 

ひ
が
し　

し
げ
き
／
西
南
学
院
大
学
経
済
学

部
教
授
）

国・地域 年月 交渉経過

中国

2002 � �� �年 �� �11� 月
2003 � ��� 年 ��� 10 �月
2004 � � �年 � �1� 月
2004 � �� �年 �� �11� 月
2005 � � �年 � �7� 月
2007�  � �年 � �1� 月

包括的経済協力枠組み協定に署名
タイと二国間で、野菜と果実の �� ��EH� �実施
未加工農産物の �� �����������EH� ����������実施（２年後に関税撤廃）＊

物品貿易協定に署名
物品関税引き下げ開始（������ ����2010 ������年に関税撤廃）＊

サービス貿易協定に署名

韓国

2004 � �� �年 �� �11� 月
2005 � ��� 年 ��� 12 �月
2006 � � �年 � �8� 月
2007���   年 �� 6 �月

包括的協力連携を宣言
物品貿易の自由化方式（モダリティ）合意
物品貿易協定に署名
物品関税引き下げ開始（������ �����2010 �������年に関税撤廃）＊

日本

2003 � ��� 年 ��� 10 �月
2005 ���  年 �� 4 �月
2007���   年 �� 5 �月
2007�  � �年 � �8� 月

包括的経済連携枠組み協定に署名
交渉開始
物品貿易の自由化方式（モダリティ）合意
大筋合意（同年 �� ���������11�� �������月の妥結をめざす）

インド
2003 � ��� 年 ��� 10 �月
2005 ���  年 �� 3 �月
2007�  � �年 � �1� 月

包括的経済協力枠組み協定に署名
105 ��� �� �����品目の �� �����EH� ����実施を中止
第 �� ���������������17 ���������������回交渉でインド側が譲歩案を提示

オーストラリア・
ニュージーランド

2004 � �� �年 �� �11� 月
2007�  � �年 � �9� 月

ＦＴＡ交渉開始で合意
第 �� �������� ����  �������11 �������� ����  �������回交渉終了（�� ����  �������08����   �������年 ��� �������5 ���������月の妥結をめざす）

EU 2007���   年 �� 5 �月 ＦＴＡ交渉開始で合意

表 1　ASEANの域外国との FTA

（出所）各種資料より筆者作成。
（注）EH はアーリーハーベスト。一部品目を前倒しして関税撤廃する。
　　 �� ����� �����������������������＊は ASEAN �����������������������原加盟国について、新規加盟国はさらに数年猶予。
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